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1985年 札幌医科大学卒業 ⇒ 厚生省入省

1985年～横浜市衛生局・戸塚保健所 ⇒（4‐5月新人事務職員・6月から医師（医系技官））

1989年～環境庁大気保全局自動車 ⇒ スパイクタイヤ禁止法

1991年～米国ジョンズ・ホプキンス大学公衆衛生大学院留学 ⇒ 国際保健の学び

1992年～厚生省保健医療局エイズ結核感染症課 ⇒ 1990年代のエイズ対策/国際エイズ会議

1995年～佐世保市保健福祉部 ⇒ 子育て支援の拠点づくり（参考文献）

1998年～厚生省保健医療局臓器移植対策室 ⇒ 脳死臓器移植第１例～7例

私の略歴 （その１）

最初の15年：仕事していく上での基盤形成
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スパイクタイヤによる健康課題への対応（環境省 自動車公害課補佐）
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スパイクタイヤ：
日本では1960年代に生産が開始。1970年代には本格的に普及し、積雪寒冷地域では
100％近い装着率となった。スノータイヤに比べて、氷結路面でのグリップ力が大
きくブレーキ効果が高い。タイヤチェーンと異なり装着の手間が費用。
しかし、スパイクタイヤには、

•融雪時や解氷時の舗装路面へのダメージが大きく補修費がかさみ、事故にもつなが
る
•舗装路面が削られて粉塵が飛散し人々の健康に影響を与える

•古い製品の場合、スタッドレスタイヤのような溝がなく、金属のピンだけでグリッ
プ力を得るものが大半であるため路面の状況によっては夏タイヤと変わらない。
という欠点がある。

・1990年（平成2年）に、スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律が発布、施行。
（禁止規定は1991年4月から。罰則規定は1992年4月から。）

「環境大臣に指定された地域においては、積雪また凍結の状態にある場合はスパイクタイヤ
使用が認められるが、それ以外の場合はセメント・コンクリート舗装またはアスファルト・
コンクリート舗装が施されている道路での使用は原則禁止」
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・（公衆衛生上の課題）スパイクタイヤによる粉塵の健康影響への懸念。

・（地域の状況）仙台市では、夜間の路面凍結が多い一方で降雪量が少ないことから、昼の乾いた路
面が削られる粉塵公害が深刻。
・（メディアの役割）（市民の関心）1981年（昭和56年）1月27日付けの河北新報 読者欄にて「なぜ

仙台の街はほこりっぽいのか」という読者からの新聞投書きっかけに「スパイクタイヤが原因では」
「未舗装道路の土泥では」という論争がおこり、社会問題へ発展。
・（自治体の取組み）同年11月に「仙台市道路粉じん問題研究会」が発足し「粉じん発生の主因が、
スパイクタイヤによる道路舗装剤の削損である」と発表。
・（地域の状況）（アカデミアの役割）北海道などの積雪地では、雪が無くなる4月頃までスパイクタ

イヤを装着したまま舗装路を走行する自動車が多く、特に粉塵の影響が目立つ。さっぽろ雪まつりで
は雪像が車粉で黒く汚れて、観光への悪影響も示唆。毛利衛（北海道大学講師）らの調査により粉塵
はアスファルト由来であることを確認。
・（国の役割）（省庁横断的な取組み）1983年（昭和58年）には、仙台市で「第1回道路粉じん問題
行政連絡会議」開催。環境・通産・運輸・建設・自治・警察の6省による『スパイクタイヤ使用自粛指
導要綱』が施行。
・1985年（昭和60年）12月に、宮城県が全国初のスパイクタイヤ対策条例を制定、札幌市なども。
・（企業の役割）1984年（昭和59年）に、社団法人日本自動車タイヤ協会によりスタッドレスタイヤ
制動試験が実施。1986年（昭和61年）に通商産業省よりスパイクタイヤの出荷削減指導。
・1988年（昭和63年）に公害等調整委員会において、タイヤメーカー7社と長野県の弁護士等との間
で、スパイクタイヤの製造・販売中止の調停が成立。
・（法整備）1990年「スパイクタイヤ禁止法」成立・施行。

ウキペディアより



子育て支援と療育の拠点づくり（佐世保市 保健福祉部長）
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療育部門：

・小児科（総合相談）・整形外科、理学療法、作業療
法、

言語療法、心理療法、歯科相談、児童発達支援・保
育 7



2000年～浦安市助役 ⇒ インクルージブな教育の実現（参考文献）・保健医療福祉分野

を超えて

2004年～外務省国連日本政府代表部参事官 ⇒ 国連機関（UNICEF等）＋外交

2007年～千葉県健康福祉部地域医療担当理事 ⇒ 障がい者差別禁止条例・医療崩壊

2009年～防衛省人事教育局衛生官 ⇒ 東日本大震災

2011年～厚労省健康局疾病対策課長 ⇒ 難病対策（難病対策法）

2013年～成育医療センター企画戦略室長 ⇒ 医療的ケア児への支援（子どもホスピス）

2025年～厚労省国際保健担当審議官 ⇒ エボラの後の国際保健、G7、国連会合

2017年～WHO本部 ⇒ ヘルスシステム・コロナ対策・栄養・気候変動 （参考文献）

2023年～国際医療福祉大学 大学院（国際保健担当）⇒ 公衆衛生大学院設立

私の略歴（その２）

ローカルからグルーバルへ
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難病対策（厚生労働省 疾病対策課長）
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厚労省資料
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厚労省資料



12

厚労省資料
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厚労省資料
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厚労省資料
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厚労省資料
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厚労省資料
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厚労省資料
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厚労省資料
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厚労省資料



国際保健（厚生労働省 審議官⇒WHO事務局長補）
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1. 貧困 4. 教育 5. ジェンダー 6. 水・衛生

7. エネルギー
9. インフラ・産業

化・革新
10. 不平等

11. 持続可能な都市 12. 持続可能な
消費と生産

13. 気候変動 14. 海洋資源 15. 陸上資源 16. 平和 17. 実施手段

The Sustainable Development Goals

国連持続可能な開発目標（SDGｓ）

「世代を超えて、すべての⼈が、⾃分らしく、よく⽣きられる社
会」を⽬指して

2.飢餓

8 経済成長と雇用

3.健康
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目標3
あらゆる年齢のすべての人々の
健康的な生活を確実にし、
福祉を推進する

・3.1 2030年までに、世界の妊産婦の死亡率を出生10万人あたり70人
未満に下げる。（現状210人）

アフリカ（サハラ以南）260人 日本 3.1人

・3.3 2030年までに、エイズ、結核、マラリア、熱帯病といった感
染症を根絶し、肝炎、水系感染症、その他の感染症に立ち向かう。

・3.8 すべての人々が、質が高く不可欠な保健サービスや、安全・効

果的で質が高く安価な必須医薬品やワクチンが利用できるようになる
ことを含む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジを達成する。
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ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）とは、

主要な健康増進、予防、治療、及びリハビリテーションの保
健サービスをすべての人に無理なく支払いうことのできる価
格で提供することによって公平なアクセスを達成すること。
（2005 WHA 決議）

UHCにおける3つの要素（2010 WHOレポート）

① 対象人口の割合

② 利用可能なサービスの幅、内容

③ 自己負担の軽減
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自己負担

対象人口

サービス内容



社会保障制度の目的と機能
目的：国民の生活の安定が損なわれた場合に、国民に健やかで安心

できる生活を保障すること。
具体的には、疾病や失業、労働災害、退職などで生活が不安
定になったとき、法律に基づく公的な仕組みを活用して生活
を保障すること。

機能：主として以下の３つ

①生活安定・向上機能

②所得再分配機能⇒日本では皆保険制度が機能

③経済安定機能
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日本の特徴：①国民皆保険（⇒UHC）・皆年金制度が中核
（＋雇用保険、社会福祉、生活保護、介護保険など）
②企業による雇用保障
③子育て・介護の家族依存(特に専業主婦を中心）
④比較的小規模で高齢世代中心の社会保障支出
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1. 目的
a.国際保健を外交政策において重視
b.国際保健課題及び保健向上に貢献
c.人間の安全保障の理念に基づき、基本的医療
サービスを全ての人が受けられるUHCの達成

2. 背景
日本は国際保健において貢献するための特徴的なポジションにいる
人々が健康長寿とNCDsの予防を享受できる社会を達成
持続可能性を保証する能力開発を通じ国際保健に貢献

3. 活動
a. UHC主流化;  ポスト2015年開発アジェンダにUHCの概念を入れる
b.UHCの実現に向け二国間協力を効果的に実施; 国家計画に基づいた
戦略的支援の強化; 日本の技術活用による貢献

c.グローバル・パートナーとの協働; 二国間及び多国間協力の間の戦
略的調整; その他のドナーのみならず地域及び国際的イニシアチブ
との協働

d.国際保健人材の強化; 日本の国際保健専門家のスキルの改善

日本の国際保健外交戦略
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“Japan's vision for a peaceful and healthier world”  12 December, 2015 

「2016年以降の世界が平和でより健康であるために」



国際社会におけるUHCのモメンタム醸成・維持
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2019年6月
G20 大阪サミット 政治宣言

2019年10月
G20 岡山保健大臣会合 宣言

2019年9月
国連総会 UHCハイレベル会合

2016年
G7伊勢志摩サミット 政治宣言、TICAD6（アフリカ開発会議）in ケニア

2019年8月
TOCAD7（アフリカ開発会議 in 横浜）

2015年
SDGs合意 目標3.8にUHC、UHC東京国際会議

2021年10月
WHO西太平洋地域委員会 in 姫路

2023年5月
G7長崎保健大臣会合 広島サミット 政治宣言



The LANCET 岸田総理：人間の安全保障とUHC
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各国におけるUHC実現に向けたリーダーシップ

ケニア
ケニヤッタ大統領の取組み :
ビッグ４・アジェンダ – 国家ビジョン実現を加速させる
ための５ヵ年開発計画

インド
モディ首相のイニシアチブ :モディケア
１次、2次、３次のケアシステムにおいて、予防・健康
増進も含めて包括的に健康に取組むもの

Source: Daily Active Kenya

Source: Bharat Yojana

フィリピン
ドゥテルテ大統領は、審議が止まっていたユニバーサル・
ヘルスケア法案の通過を後押し、2019年２月に大統領署
名し、成立。

Source: TIMES OF NEWS

１．食品安全
２．支払い可能な住宅
３．製造
４．支払い可能な医療
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＜課題等＞
質の低い医療のため、１次レベルの医療施設の低い利用率
生活習慣病等が増加し、感染症との疾病の二重負荷
 死因：１位 虚血性心疾患 ２位脳卒中 ３位結核

カンボジア： 医療の質向上と生活習慣病対策

WHO・WBパートナーシップ

＜世銀による支援＞
世銀H-EQUIPプロジェクト
（５年間１７４M USD クレジット）

医療施設への成果報酬や、インセンティブを通して、異な
るレベルの医療施設で質の高いサービス提供の拡大を
支援（マニュアル・チェックリスト等の活用、有害事象立入
検査等へのインセンティブ）

WHOはプログラム実施にあたって技術支援

＜WHOによる支援＞
技術支援、リーダーシップ

生活習慣病等の早期発見・診
療能力の強化（ガイドライン作成、
指標作り、人材育成等）

医療の質向上、地域住民の巻
き込み（ガイド作りやプログラム
実施の技術的アドバイス等）
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ご清聴ありがとうございました。

ご質問、ご意見などは、
yamamoton@iuhw.ac.jp まで。
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